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2009道本部組織労働局発第307号

２００９年５月８日

各　地方本部、単組・総支部執行委員長　様

自治労北海道本部

執行委員長　三浦　正道
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（賃金労働部）
「夏季一時金一部凍結勧告の実施決定」に抗議する

緊急文書行動の実施について
連日の取り組みに、心より敬意を表します。
人事院は、５月１日、本年夏の一時金のうち0.2月分の支給を凍結することを求める勧告を行いました。この背景には、政府与党である自民党の議論があり、そのことが異例の民間一時金臨時調査、一部支給凍結となったものであり、政治からの引き下げ圧力に屈したものと言わざるを得ません。また、民間春闘は、現在も労働条件引き上げを求めて取り組みを続けており、その中での一時金凍結の人事院勧告は、労働条件の改善を求める民間労組に少なからず影響をすることは必至です。
　５月７日に行われた総務大臣との交渉で公務員連絡会は「実施しない報告で慎重に検討する」よう強く求めてきたところでありますが、本日勧告どおり閣議決定が行われました。

つきましては、各単組におかれましても内閣総理大臣及び総務大臣への緊急抗議文書行動に取り組むよう要請します。
記

１．取り組み期間　　　５月８日（金）～１２日（火）まで　

２．抗議文書の宛先（レタックスまたは電報での取り組みとします）
　　　〒100-0014　東京都千代田区永田町2-3-1
内閣総理大臣　麻生　太郎　様　
　　　〒100-8926　東京都千代田区霞ヶ関2-1-2

　　　　　　　　　　総務大臣　　　鳩山　邦夫　様
３．抗議例文
　　○人事院の勧告を、拙速かつ一方的に実施することを決定したことは、極めて遺憾であり、

　　　強く抗議する。
４．取組主体　　基本組織のほか、支部、青年部・女性部などからの打電行動もお願いします。

５．取組報告　　５月13日（水）までに、下記の報告書により、報告願います。　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【報告書】　報告＝道本部賃金労働部（櫛部・小杉）　FAX011-700-2053　５月13日（水）
まで

「夏季一時金一部凍結勧告の実施決定」に抗議する緊急文書行動の実施集約報告書
単組・総支部名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　報告者名：　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　

	送付先
	送付した抗議文書（基本組織・支部・青年部・女性部など）の数

	麻生太郎 内閣総理大臣　宛


	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　部

	鳩山邦夫 総務大臣　　　宛
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　部　








